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（別紙１）

＜自力（自主）避難者・避難希望者の声から＞

• 5 月に出産しました。３才になる子もいます。駐車場で 10 マイクロシーベルト以上。家の中です

ら 0.5 マイクロシーベルト前後あります。恐ろしくて住めません。子供を病気にするつもりで産ん

だんじゃない。借金覚悟で逃げるしかありません。

• 線量が高い。家の中で１μＳｖ／時を越えます。そんな環境に子供を住まわせていいのかと不安

で、埼玉に避難を決めました。

• 避難したいのですが、昨年家を購入してローンもあり、二重生活をしていく自信がありません。

• 毎日見えない恐怖におびえながらも避難したくても避難できない状況に苦しんでいる。

• 自主避難扱いで公的支援がほとんど受けられません。このままこの状態が続くと生活も安定せず

非常に苦しい状況に追い込まれそうです。

• 避難することは決めたが、自主避難は個人負担があまりにも大きく、住居、仕事など問題が山の

ようにある

• 両親や夫に、チェルノブイリの強制避難地域と同じくらい放射能で汚染されているといっても、

メディア・行政が放射能がたいしたことではない

と言っているのを信じていて、避難を真剣に考え

てくれない。

• 何も補償がない中で、家族がバラバラになり二重

生活による経済的負担が苦しい。

• 少しでも危険性があるならば、子供たちを避難さ

せてから調査をしてほしい。

• 避難先での就労は避難を考えている方々の一番

の不安要因です。

• 放射線安全キャンペーンをやめること、風評被害

と言わずに、原発事故による損害とちゃんと言う

こと

• 全国で無料で被ばく検査と治療を受けられるよ

うにしてほしい

• 福島県民は暑さと、ストレスと、見えない敵(放射

線)と戦っています。本当に毎日が不安で不安で… 精神的にも体力的にも限界です。

• 具体的な費用もですが、仕事など将来へ希望を持って前をむける支援を。

• 除染に時間がかかるなら、子供たちを一時的に避難させてください。お願いです、子供たちの未

来を守る為、避難を勧めてください！！

• 家のローンを無しにしてもらえないと生活ができない。

・心配する保護者を「放射能恐怖症」などとする政府の原発安心キャンペーンを止めて欲しい。

・生活圏・教育圏での集団疎開、地域性を保持したままの集団疎開、避難している間の徹底した除

染を希望します。

・郡山市は線量が高く（1 から 2 マイクロシーベルト毎時）、子供を安全に育てられる環境ではない

と判断し避難させることにした。自分はなかなか避難できない状況である。

アンケートは 2011 年 7 月に福島老朽原発を考える会（フクロウの会）と国際環境 NGO FoE 
Japan が行い、272 名から回答をえました。…詳しくは FoE Japan のウェブサイトにて

http://www.foejapan.org/energy/news/p110725.html
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避難を妨げている理由

はい いいえ どちらともいえない

自主避難に関するアンケート結果（2011 年 7 月 25 日）
FoE Japan、福島老朽原発を考える会（フクロウの会）実施

http://www.foejapan.org/energy/news/p110725.html
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図１ 福島市・大波地区の放射線量

年 20 ミリシーベルトに相当する高い計測結果を示しているが、同地区は避難区域には指定されていない。

出典：自動車走行サーベイによる福島市内モニタリング調査結果（平成 23 年 7 月 15 日）

原子力災害対策現地本部（放射線班）、県災害対策本部（原子力班）

表１環境放射線モニタリング詳細調査結果（大波地区）

とはいえ、軒並み、放射線管理区域（0.6μSv／時以上）
出典：福島市
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図２ 大波小学校通学路除染モデル事業測定結果（測定位置：側溝上・道路端ならびに内側

50cm、高さ 50cm）

出典：大波地区での放射能除染事業の結果（速報）について（福島市）

注）20 ミリシーベルトは日本の法令や国際的な基準に比して高すぎる。

 法令による公衆の年間の線量限度は 1 ミリシーベルトである（原子炉等規制法）

 放射線管理区域は年 5.2 ミリシーベルト：放射性管理区域では、労働法規により、18 才

未満の労働は禁じられている。放射能マークを掲示し、子どもを含む一般人の立ち入り

は禁じられ、厳格な放射線管理が行われ、事前に訓練を受けた者だけが立ち入ることの

できる区域である（電離放射線障害防止規則など）

 原子力発電所等の労働者がガンや白血病で亡くなった場合の労災認定基準は、年 5 ミリ

シーベルトからと定められている。過去 35 年で 10 人が累積被ばく線量などに基づき労

災が認定されており、累積被ばく線量 5.2 ミリシーベルトで認定された事例もある。

 チェルノブイリ原発事故を踏まえ、1991 年には周辺諸国において下記のような避難区域

が設定された。
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チェルノブイリ事故後、設定された避難区域


